
表１　勤務費用等の計算
①　個々の従業員毎に、将来の昇給
等を見積もり、退職給付見込額を
計算

②　退職給付見込額を予測勤続年数
（等）で按分、各期の退職給付発
生額を計算

③　各期の退職給付発生額を現在価
値に割引く、割引後の金額が、各
期の勤務費用となる。

勤 務 費 用

期首の退職給付債務×割引率利 息 費 用

企業年金制度採用の場合、期首の年
金資産×期待運用収益率

期待運用収益

（注）　退職給付見込額を計算にあたっては、将来の退職率、
死亡率を加味する。

表２　日税連基準による退職給付債務等

　１７．退職給与引当金・退職給付債務

　内部積み立ての退職一時金、厚生年金基金、適格

退職年金、確定給付企業年金等、将来の追加拠出の

可能性がある退職給付制度を採用している会社に

あっては、当該事業年度の自己都合等による期末要

支給額のうち、将来の在職年数等を考慮した現在価

値と考えられる金額から年金資産を控除した残額

を会社の実態に応じて退職給与引当金として負債

に計上する（アンダーラインは筆者）。

表３　中小企業に対する簡便法による退職給付債務
日税連基準実務指針（３６、３７）

　自己都合等によ
る期末要支給額
の、平均残存勤務
年数等を考慮した
現在価値とする。
　具体的には、期
末要支給額に、
「割引率の係数
表」（実務指針資料
５－２）による当
該企業従業員の
「平均残存勤務年
数」と選択した「割
引率」のクロスす
る箇所の数字を乗
じた金額とする。

①退職給付会計基準の適用初年度期首に
おいて原則法による退職給付債務額を
計算し、この金額と自己都合要支給額
との比（比較指数）を求める。期末の自
己都合要支給額にこの指数を乗じた金
額とする。
②期末の自己都合要支給額に、平均残存
勤務期間に基づく昇給率及び割引率の
各係数（実務指針資料５－１及び５－
２）を乗じた金額とする。
③期末の自己都合要支給額とする。

退職一時金

退

職

一

時

金

と

企

業

年

金

が

併

給

の

場

合

　自己都合等によ
る期末要支給額の
平均残存勤務年数
等を考慮した現在
価値とする。

④退職給付会計基準の適用初年度期首に
おいて原則法による退職給付債務額を
計算し、この金額と年金財政計算上の
責任準備金との比（比較指数）を求める。
直近時点の年金財政計算上の責任準備
金にこの指数を乗じた金額とする。
⑤在籍する従業員については上記②また
は③の金額、年金受給者および待期者
は財政計算上の直近の責任準備金とす
る。
⑥直近の年金財政計算上の責任準備金と
する。

企 業 年 金

　年金移行部分も
含めた退職給付制
度全体としての自
己都合等による期
末要支給額の、平
均残存勤務年数等
を考慮した現在価
値とする。

①未移行部分に係る退職給付債務と企業
年金制度に移行した部分に係る退職給
付債務を、前記の方法により、それぞれ
計算する。
②在籍する従業員については年金移行部
分も含めた退職給付制度全体としての
自己都合等による期末要支給額を基に
計算した額を退職給付債務とし、年金
受給者および待期者については年金財
政計算上の責任準備金を退職給付債務
とする

　退職一時金の
一部を企業年金
に移行している
場合

Ⅰ

は
じ
め
に

退
職
給
付
会
計
が
、
平
成
１２
年
４
月
１
日
以
降
開

始
す
る
事
業
年
度
か
ら
導
入
さ
れ
て
い
る
。
中
小
会

社
に
つ
い
て
は
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
「
退
職
給

付
会
計
に
関
す
る
実
務
指
針
（
中
間
報
告
）」（
以
下

実
務
指
針
と
い
う
）
に
お
い
て
特
例
規
定
が
あ
り
、

日
本
税
理
士
連
合
会
「
中
小
会
社
会
計
基
準
の
設
定

に
つ
い
て
」
に
も
規
定
が
あ
る
。

本
稿
で
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
つ
い
て
分
析
を
行

い
、
妥
当
な
会
計
処
理
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

Ⅱ
「
退
職
給
付
会
計
」
と
は

退
職
給
付
会
計
と
は
、
退
職
給
付
（
退
職
一
時
金

お
よ
び
企
業
年
金
）
費
用
を
、
国
際
会
計
基
準
（I

A
S
1
9
R
etirem

en
t
B
en
ef
it
C
o
sts

）

の
「
発
生
主
義
」
の
考
え
方
（
予
測
単
位
積
増
方
式

（P
ro
je
c
te
d
U
n
it
C
r
e
d
it
M
e
th
o

d

））
で
、
認
識
・
測
定
す
る
こ
と
で
あ
る
。

１
、
退
職
給
付
費
用

退
職
給
付
会
計
で
は
、
退
職
給
付
費
用
は
、
つ
ぎ

の
算
式
で
計
算
さ
れ
る
（
企
業
会
計
審
議
会
「
退
職

給
付
に
係
る
会
計
基
準
」（
以
下
退
職
給
付
会
計
基

準
」
と
い
う
）
三
１
）。勤
務
費
用
等
の
計
算
は
、
表

１
の
と
お
り
と
な
る
。

退
職
給
付
費
用
�
勤
務
費
用
＋
利
息
費
用－

期
待

運
用
収
益
、
等

２
、
退
職
給
付
債
務

退
職
給
付
債
務
は
、「
一
定
の
期
間
に
わ
た
り
労
働

を
提
供
し
た
こ
と
等
の
事
由
に
基
づ
い
て
、
退
職
以

後
に
従
業
員
に
支
給
さ
れ
る
給
付
（「
退
職
給
付
」）

の
う
ち
認
識
時
点
ま
で
に
発
生
し
て
い
る
と
認
め
ら

れ
る
も
の
を
い
い
、
割
引
計
算
に
よ
り
測
定
さ
れ

る
。」（
退
職
給
付
会
計
基
準

一

１
）
と
定
義
さ

れ
て
い
る
。

簡
単
に
言
え
ば
、
期
末
在
籍
者
の
、
上
記
１
で
計

算
さ
れ
た
退
職
給
付
費
用
の
累
計
額
で
あ
る
。

３
、
退
職
給
付
引
当
金

退
職
給
付
債
務
の
額
が
退
職
給
付
引
当
金
と
な
る

が
、
企
業
年
金
制
度
等
を
設
定
し
た
場
合
は
、
退
職

給
付
債
務
の
金
額
か
ら
年
金
資
産
の
額
を
控
除
し
た

も
の
と
な
る
（
実
務
指
針
３８
）。

Ⅲ

退
職
給
与
引
当
金
制
度
の
廃
止

１
、
税
法
上
の
退
職
給
与
引
当
金

法
人
税
法
に
お
い
て
、
退
職
一
時
金
（
企
業
年
金

は
対
象
外
）
に
つ
い
て
の
「
退
職
給
与
引
当
金
」
が

昭
和
２７
年
に
創
設
さ
れ
た
。
当
初
は
、
期
末
の
自
己

都
合
退
職
一
時
金
要
支
給
額
（「
期
末
退
職
給
与
要

支
給
額
」）の
１
０
０
％
ま
で
積
む
こ
と
が
で
き
た
。

「
将
来
支
出
す
る
こ
と
が
多
い
金
額
を
あ
た
か
も

今
日
支
給
す
る
よ
う
に
評
価
し
て
積
み
立
て
る
こ
と

は
適
当
で
な
い
」
と
の
理
由
で
、
退
職
給
与
引
当
金

累
積
限
度
額
は
、
昭
和
３１
年
改
正
で
期
末
退
職
給
与

要
支
給
額
の
５０
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
５０
％
の
根

拠
は
、
従
業
員
の
残
存
勤
続
予
定
年
数
の
全
国
平
均

が
９
年
で
あ
り
、
現
在
価
値
に
引
き
戻
す
割
引
率
を

８
％
と
し
て
、（
１
＋
０
・
０
８
）
の
９
乗
根
が
０
・

５
０
０
２
で
あ
る
か
ら
と
し
て
い
た
。
こ
の
数
字

は
、
実
務
指
針
資
料
５

２「
割
引
率
の
係
数
」の
、

平
均
残
存
勤
務
期
間
９
年
と
割
引
率
８
・
０
％
の
ク

ロ
ス
す
る
箇
所
の
数
字
と
符
合
す
る
。

将
来
支
出
す
る
こ
と
を
考
慮
に
入
れ
、
現
在
価
値

に
引
き
戻
す
「
割
引
率
の
係
数
」
を
乗
ず
る
の
で
あ

れ
ば
、
勤
続
年
数
の
増
加
お
よ
び
昇
給
等
に
よ
る
退

職
一
時
金
の
増
加
、
平
均
残
存
勤
務
期
間
に
応
ず
る

「
昇
給
率
の
係
数
」（
実
務
指
針
３６
）
を
考
慮
に
入
れ

な
い
と
理
論
的
に
お
か
し
い
。

昭
和
５５
年
改
正
で
は
、
残
存
勤
続
予
定
年
数
が
１２

年
に
な
っ
た
と
し
、割
引
率
８
％
で
、（
１
＋
０
・
０８
）

の
１２
乗
根
が
０
・
３
９
７
１
と
い
う
こ
と
で
、累
積
限

度
額
は
期
末
退
職
給
与
要
支
給
額
の
４０
％
と
な
っ
た
。

そ
の
後
平
成
１０
年
改
正
で
は
、
累
積
限
度
額
は
、

経
過
措
置
が
あ
る
も
の
の
２０
％
に
引
き
下
げ
ら
れ

た
。
平
成
１５
年
３
月
３１
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年

度
か
ら
は
退
職
給
与
引
当
金
制
度
は
廃
止
さ
れ
、
直

前
の
無
税
引
当
金
残
高
は
、
毎
年
１
／
１０
づ
つ
（
資

本
金
１
億
円
以
下
の
普
通
法
人
等
の
場
合
）
取
崩

し
、
益
金
算
入
の
こ
と
と
な
っ
た
。

２
、
企
業
会
計
上
の
退
職
給
与
引
当
金

企
業
会
計
に
お
い
て
も
、
退
職
一
時
金
に
つ
い
て

退
職
給
与
引
当
金
を
計
上
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

た
。企

業
会
計
審
議
会
の
企
業
会
計
上
の
個
別
問
題
に

関
す
る
意
見
第
二
「
退
職
給
与
引
当
金
の
設
定
に
つ

い
て
」
で
は
、
退
職
金
費
用
の
期
間
配
分
の
必
要
性

を
述
べ
た
あ
と
、
計
算
の
具
体
的
方
法
と
し
て
つ
ぎ

の
方
法
を
例
示
、
企
業
に
と
っ
て
合
理
的
と
思
わ
れ

る
方
法
の
選
択
適
用
を
認
め
る
こ
と
と
し
て
い
た
。

�
将
来
支
給
額
予
測
方
式（
当
期
の
退
職
金
費
用
�
予

測
退
職
金
×
当
期
給
与
支
給
総
額
÷
全
勤
続
期
間

の
給
与
総
支
給
額（
将
来
給
与
は
見
積
り
に
よ
る
））

�
期
末
要
支
給
額
計
上
方
式
（
当
期
の
退
職
金
費
用

�
期
末
に
お
い
て
全
従
業
員
が
退
職
す
る
と
し
た

場
合
の
退
職
金
要
支
給
額－

前
期
末
の
退
職
金
要

支
給
額
）

�
現
価
方
式

�
ま
た
は
�
の
額
を
、
退
職
金
支
給
予
定
時
期

ま
で
の
期
間
と
一
定
の
割
引
率
に
よ
っ
て
現
在
価

値
に
割
引
き
、こ
の
現
在
価
値
と
期
首
退
職
給
与
引

当
金
の
利
子
相
当
分
の
金
額
を
合
計
し
た
金
額
を

も
っ
て
毎
期
の
退
職
金
費
用
と
す
る
方
式
で
あ
る
。

同
意
見
書
四
注
２
に
お
い
て
、
法
人
税
法
の
退
職

給
与
引
当
金
の
設
定
方
法
は
期
末
要
支
給
額
計
上
方

法
に
現
価
方
式
を
結
合
し
た
方
法
と
し
て
こ
れ
を
容

認
、
企
業
会
計
実
務
は
法
人
税
法
の
規
定
に
準
拠
し

て
処
理
を
行
っ
て
い
た
。

「
退
職
給
付
会
計
」
導
入
後
は
、
退
職
給
与
引
当

金
残
高
は
退
職
給
付
引
当
金
に
振
り
替
え
ら
れ
、
退

職
給
与
引
当
金
と
い
う
勘
定
科
目
は
財
務
諸
表
か
ら

消
滅
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

Ⅳ
「
小
規
模
企
業
等
に
お
け
る
簡
便
法
」
等

実
務
指
針
で
は
、
従
業
員
が
３
０
０
名
未
満

（
３
０
０
人
以
上
で
あ
っ
て
も
年
齢
・
勤
続
年
数
に

偏
り
が
あ
る
等
に
よ
り
数
理
計
算
結
果
に
信
頼
性
が

得
ら
れ
な
い
と
判
断
さ
れ
る
企
業
は
含
む
）
の
小
規

模
企
業
等
に
つ
い
て
、
退
職
給
付
債
務
の
計
算
の
簡

便
法
を
規
定
し
て
い
る
。
表
３
記
載
の
方
法
の
う

ち
、
合
理
的
と
判
断
さ
れ
る
方
法
を
選
択
適
用
で
き

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
（
実
務
指
針
３６
、
３７
、
３８
）。

日
本
税
理
士
会
連
合
会
の
「
中
小
会
社
会
計
基
準

の
設
定
に
つ
い
て
」（
以
下
日
税
連
基
準
と
い
う
）
で

は
、
退
職
給
付
債
務
、
退
職
給
付
（
与
）
引
当
金
に

つ
い
て
、
表
２
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
。
退
職
給

付
債
務
と
退
職
給
付
引
当
金
、
退
職
一
時
金
と
企
業

年
金
と
を
一
緒
に
し
て
規
定
し
て
お
り
、「
退
職
給
付

引
当
金
」
で
は
な
く
「
退
職
給
与
引
当
金
」
と
い
う

言
葉
を
使
用
す
る
な
ど
、
判
り
に
く
い
点
も
あ
る

が
、
実
務
指
針
と
の
対
比
で
考
え
る
と
、
表
３
の
よ

う
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
実
務
指
針
と
日
税
連
基
準
と
の
比
較
）

１
、
退
職
一
時
金
と
企
業
年
金
が
併
給
の
場
合

�

退
職
一
時
金

日
税
連
基
準
に
つ
い
て
、「
割
引
率
の
係
数
」
を
乗

じ
、
現
在
価
値
に
引
き
戻
す
の
で
あ
れ
ば
、
勤
続
年

数
の
増
加
、
昇
給
等
に
よ
る
退
職
金
の
増
加
（「
昇

給
率
の
係
数
」）
も
考
慮
に
入
れ
な
い
と
論
理
的
に

お
か
し
い
。
実
務
指
針
で
は
、
期
末
の
自
己
都
合
要

支
給
額
と
す
る
こ
と
を
容
認
し
て
い
る
が
、
こ
の
方

が
実
際
的
で
あ
り
理
論
的
根
拠
が
あ
る
。

�

企
業
年
金

日
税
連
基
準
で
は
、
企
業
年
金
に
つ
い
て
の
自
己

都
合
等
に
よ
る
期
末
要
支
給
額
の
計
算
方
法
が
判
然

と
し
な
い
。
実
務
指
針
で
は
、
企
業
年
金
に
対
す
る

退
職
給
付
債
務
は
、
年
金
財
政
計
算
上
の
責
任
準
備

金
の
額
と
す
る
こ
と
を
容
認
し
て
お
り
、
こ
の
方
が

理
論
的
で
あ
る
。

２
、
退
職
一
時
金
の
一
部
を
企
業
年
金
に
移
行
し
て

い
る
場
合

日
税
連
基
準
で
は
、
年
金
移
行
部
分
も
含
め
た
退

職
給
付
制
度
全
体
と
し
て
の
自
己
都
合
等
に
よ
る
期

末
要
支
給
額
の
、
平
均
残
存
勤
務
年
数
等
を
考
慮
し

た
現
在
価
値
と
解
さ
れ
る
。
勤
続
年
数
の
増
加
、
昇

給
等
に
よ
る
退
職
金
の
増
加
（「
昇
給
率
の
係
数
」）

も
考
慮
に
入
れ
な
い
と
論
理
的
に
お
か
し
い
。

実
務
指
針
で
は
、
在
籍
す
る
従
業
員
に
つ
い
て
は

年
金
移
行
部
分
も
含
め
た
退
職
給
付
制
度
全
体
と
し

て
の
自
己
都
合
等
に
よ
る
期
末
要
支
給
額
と
し
、
年

金
受
給
者
お
よ
び
待
期
者
に
つ
い
て
は
年
金
財
政
計

算
上
の
責
任
準
備
金
と
す
る
こ
と
を
容
認
し
て
い
る
。

Ⅴ

妥
当
な
企
業
会
計
処
理

退
職
給
付
会
計
に
お
け
る
退
職
給
付
費
用
等
は
、

将
来
の
、
昇
給
、
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
、
退
職
率
、
死
亡

率
、
割
引
率
（
金
利
）
に
つ
い
て
推
定
し
て
計
算
し

て
い
る
。推
定
計
算
を
企
業
会
計
原
則
注
解
１８
の「
合

理
的
に
見
積
も
っ
た
も
の
」
と
す
る
の
は
至
難
の
技

で
あ
る
。
ま
た
中
小
会
社
の
場
合
は
、
母
集
団
が
小

さ
い
の
で
数
理
計
算
結
果
に
信
頼
性
が
な
い
。

中
小
会
社
の
退
職
給
付
会
計
に
つ
い
て
は
、推
定
計

算
に
基
づ
か
な
い
、つ
ぎ
の
方
法
が
妥
当
と
考
え
る
。

１
、
退
職
給
付
費
用

�

退
職
一
時
金
と
企
業
年
金
が
併
給
の
場
合

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
期
首
在
籍
者
の
自
己
都

合
要
支
給
額
の
増
加
額
（
イ
）、企
業
年
金
に
つ
い
て

は
年
金
財
政
計
算
上
の
責
任
準
備
金
の
増
加
額

（
ロ
）
を
も
っ
て
当
期
の
費
用
と
す
る
。

�

退
職
一
時
金
の
一
部
を
企
業
年
金
に
移
行
し

て
い
る
場
合

在
籍
す
る
従
業
員
に
つ
い
て
は
年
金
移
行
部
分
も

含
め
て
前
記
（
イ
）
の
額
、
年
金
受
給
者
お
よ
び
待

期
者
に
つ
い
て
は
前
記
（
ロ
）
の
額
と
す
る
。

２
、
退
職
給
付
債
務

�

退
職
一
時
金
と
企
業
年
金
が
併
給
の
場
合

退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
期
末
時
点
の
自
己
都

合
要
支
給
額
と
す
る
（
実
務
指
針
３６
�
を
選
択
）。

企
業
年
金
に
つ
い
て
は
、
期
末
直
近
の
年
金
財
政

計
算
上
の
責
任
準
備
金
と
す
る
（
実
務
指
針
３６
�
を

選
択
）。

�

退
職
一
時
金
の
一
部
を
企
業
年
金
に
移
行
し

て
い
る
場
合

在
籍
す
る
従
業
員
に
つ
い
て
は
企
業
年
金
に
移
行

し
た
部
分
も
含
め
た
退
職
給
付
制
度
全
体
と
し
て
の

自
己
都
合
に
よ
る
期
末
要
支
給
額
と
し
、
年
金
受
給

者
お
よ
び
待
期
者
に
つ
い
て
は
年
金
財
政
計
算
上
の

責
任
準
備
金
と
す
る
（
実
務
指
針
３７
�
を
選
択
）。

３
、
退
職
給
付
引
当
金

退
職
給
付
債
務
の
額
が
退
職
給
付
引
当
金
と
な
る

が
、
企
業
年
金
制
度
等
を
採
用
し
た
場
合
は
、
退
職

給
付
債
務
の
金
額
か
ら
年
金
資
産
の
額
を
控
除
し
た

も
の
と
な
る
（
実
務
指
針
３８
）。

退
職
給
付
会
計
基
準
に
移
行
時
、
適
用
初
年
度
の

期
首
に
お
い
て
、
退
職
給
与
引
当
金
は
退
職
給
付
引

当
金
に
振
り
替
え
ら
れ
る
。
当
該
期
首
に
お
い
て
、

退
職
給
付
債
務
の
額
と
従
来
の
会
計
基
準
に
よ
り
計

上
さ
れ
た
退
職
給
与
引
当
金
等
に
差
額
が
生
じ
る
の

が
通
常
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
「
会
計
基
準
変
更
時
差

異
」（
実
務
指
針
４２
）
と
し
て
、
１５
年
以
内
の
一
定
期

間
内
で
費
用
処
理
す
る
（
実
務
指
針
４０
）。

未
償
却
の
会
計
基
準
変
更
時
差
異
の
額
は
、
退
職

給
付
引
当
金
の
金
額
か
ら
控
除
す
る
。

４
、
会
計
処
理

期
首
に
お
い
て
、退
職
給
付
費
用
を
計
上
す
る（
相

手
勘
定
は
退
職
給
付
引
当
金
）。退
職
金
お
よ
び
企
業

年
金
掛
金
は
、
引
当
金
を
取
崩
し
て
支
払
う
。
期
末

決
算
修
正
で
、
帳
簿
残
高
引
当
金
を
前
記
３
の
金
額

に
修
正
す
る
（
相
手
勘
定
は
退
職
給
付
費
用
）。

な
お
、
税
務
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、「
退
職
給
付
費

用
」
は
全
額
損
金
否
認
、
無
税
分
退
職
給
与
引
当
金

残
高
の
取
崩
額
は
益
金
算
入
と
な
る
。
損
金
に
算
入

さ
れ
る
も
の
は
、
法
人
税
法
に
規
定
す
る
、
退
職
給

与
（
お
よ
び
退
職
年
金
）
の
支
払
額
、
お
よ
び
厚
生

年
金
基
金
等
の
保
険
料
等
の
支
払
額
で
あ
る
。
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